
｢国立研究開発機関」（仮称）制度を創設

研究開発等の成果の
最大化にはなじまない

［基本的な在り方］ 「世界トップレベルの国際的な競争力」と「世界で最も機動的で弾力的な運営」の実現。
府省、官民、国境を超える連携の推進、縦割りの打破。

［業務遂行の在り方］
○ガバナンスの改革 ○マネジメントの改革
Ⅰ．国の科学技術戦略に沿った業務運営の確保 Ⅴ．人事交流の促進等による卓越した研究者等の確保
Ⅱ．機動的かつ弾力的な業務運営の確保 Ⅵ．自己収入獲得の意欲が湧く仕組みの導入
Ⅲ．研究開発を担うにふさわしい評価の仕組みの導入 Ⅶ．研究開発の継続性に配慮した仕組みの導入
Ⅳ．監事機能等の強化による業務運営の透明性の向上 Ⅷ．契約に係る手続の合理化 等

※上記のほか、政府に対し、研究開発に必要な財源の確保を義務づけ

第６回検討チーム資料２「私案」をベースとした

「国立研究開発機関」（仮称）制度のイメージ（案）①

定型的な業務を
効果的、効率的に行わせることを主眼

現行独立行政法人制度
研究開発の特性を踏まえた
グローバル基準のマネジメントが必要

研究開発の特性

競争性、不定型であること、予見不可能性、不確実性、

長期性、専門性、分野融合や重複競争の必要性 等

研究開発を担う法人

研究開発を担う法人の機能
強化検討チーム（第7回、平
成22年11月2日）配付資料

参考資料２
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想定されるモデルスケジュール案（次期常会へ通則法案提出の場合）

検討・措置期限
（強化法附則）

Ｈ２３．１０

法
案
提
出

（
通
則
法
）

機
関
発
足

法
案
提
出

（
個
別
法
）

Ｈ２４Ｈ２３Ｈ２２

検討チーム
とりまとめ

※「通則法＋個別法」の法形式を想定
Ｈ２５

国立研究開発機関の基本的在り方

国立研究開発機関通則法（仮）

個別法 個別法 個別法

● 留意点●
・ 研究開発力強化法の研究開発法人等を対象として新制度へ移行することがふ
さわしいものを検討。

・ 新制度移行にあたっては、事務・事業の見直しや再編統合により、政府として
最適な研究開発体制を検討。

国立研究開発機関制度

独法通則法

個別法 個別法 個別法

研究開発法人数
38／104

（研究開発力強化法）

現行独法制度

※機能強化検討チーム：

通則法案概要等を年内にとり
まとめることを目標に、今後、月
に１回程度開催。

独法・国立研究開発機関の主な相違点

国立研究開発機関独立行政法人

可能な限り排除
・総合科学技術会議による
意見具申
・主務大臣による要求

３年以上５年以下

評価委員会及び総
務省審議会（２次）
による評価（毎年度）

国の関与

主務大臣承認が必要

10年を上限に柔軟に設定中期目標期間

・グローバル評価、外国人
評価委員の選任
・３年毎に国立研究開発
機関を評価
・毎年度の自己点検評価

評価システム

政令で定める基準に基づ
き柔軟に利用

剰余金の使用

非常に限定的 複数年度の執行を容易と
するよう条件を緩和

繰越し

第６回検討チーム資料２「私案」をベースとした第６回検討チーム資料２「私案」をベースとした

国立研究開発機関（仮称）制度のイメージ（案）②国立研究開発機関（仮称）制度のイメージ（案）②

一定額等を越える部分の
減額を行わない

運営費交付金から自己
収入分を減額

自己収入
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Ⅲ．研究開発を担うにふさわしい評価の仕組みの導入

Ⅴ．人事交流の促進等による卓越した研究者等の確保

Ⅰ．国の科学技術戦略に沿った業務運営の確保 Ⅱ．機動的、弾力的かつ着実な業務運営の確保

➊国立研究開発機関（機関）の研究開発等の
重要事項に対する総合科学技術会議の
意見具申

❷ 国家的に重要な研究開発等の実施の確保
のための主務大臣の要求

➊ 機関が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）の期間の弾力化
（十年を超えない期間において主務大臣が定める）

❷ 中期目標に対する機関の意見具申

❸ 資金の利用条件の緩和（大臣承認を廃止し、政令で基準を策定）
１）原則として、一定額等を超える自己収入は目的積立金化し、年度に拘ら

ず利用可能に
２）契約済未執行・目的積立金等は中期目標期間を跨ぐ繰越を可能に

➊ 総合科学技術会議の意見を踏まえた研究開発評価の基本方針に基づく
機関及び国立研究開発機関評価委員会（評価委員会）の評価の実施

❷ 機関における自己点検評価（研究開発等の水準に係る国際比較を含む）
の実施（毎年度）

❸ 評価委員会における三年ごと（定期）及び中期目標期間終了時の評価の実施

❹ 国際的視点を取り入れた評価委員会の評価の実施（外国人評価委員の任命）

❺ 機関に置く国立研究開発等評議員会における自己点検評価等の審議(P)

➊卓越した研究者等について優遇措置を講じた職員給与及び退職手当の支給基準の策定

❷ 機関間並びに機関及び国立大学法人間で転職をしている場合における退職手当の通算の努力義務

・・国の科学技術戦略国の科学技術戦略に沿ったに沿った機動的機動的、、弾力的弾力的かつかつ着実着実な業務運営の確保な業務運営の確保
・研究開発を担う法人にふさわしい・研究開発を担う法人にふさわしい評価評価の仕組みの導入の仕組みの導入 等等

研究開発能力を研究開発能力を
最大限に発揮最大限に発揮➲

国立研究開発機関

国 戦略

中期目標期間評価中期目標期間評価
・国際的な視点の取り入れと合理化
・外国人評価委員の任命
（例）中期目標期間が７年の場合

１ ２ ③ ４ ５ ⑥ ７

③⑥：定期評価 ７：終了時評価

政府の研究開発評価の基本方針政府の研究開発評価の基本方針

Ⅳ．監事機能等の強化による業務運営の透明性の向上

➊ 報告徴収権限の付与等による監事機能の強化 ❷ 報告徴収権限の付与等による会計監査人機能の強化

第６回機能強化検討チーム「私案」をベースとした

国立研究開発機関（仮称）制度のイメージ

自己点検評価自己点検評価

評価

機関

評議員会
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Ⅵ．自己収入獲得の意欲が湧く仕組みの導入

国立研究開発機関（仮称）制度に基づく運用の改善イメージ
～機動的、弾力的かつ着実な運用の実現～～機動的、弾力的かつ着実な運用の実現～

Ⅶ．研究開発の継続性に配慮した仕組みの導入

Ⅸ．必要な財源の確保

現状 ○中期目標期間を越えた契約が積極的になされて
いない
○柔軟性を欠く厳格な調達手続きが求められる

解決策 ○政府に弾力的な業務運営を可能とする措置を義
務づけ等

①合理的な理由がある場合、中期目標期間を越え
た契約を促進

②研究開発の特性に応じた調達を可能とする

現状 ○翌年度への繰り越し可能額が限定的

解決策 ○政府に弾力的な業務運営を可能とする措置を義
務づけ等

＜中期目標期間内における繰越し＞
原則として、当該年度運営費交付金は９０％以上

の執行が求められているが、その条件を緩和

現状 ○自己収入を獲得すると、翌年度の運営費交付金
は同額分減額される

解決策 ○政府に自己収入獲得促進措置を義務づけ

自己収入獲得分の減額については、一定額等を
設定 し、それを超える部分の減額を行わない

９０％

この１０％には、年度内に納品が間に
合わなかった高度な研究機器等に要
する費用も含まれている

Ⅷ．契約に係る手続の合理化

現状 ○中期計画において、運営費交付金（事業費・一般
管理費）及び人件費の削減を規定

解決策 ○政府に必要な財源の確保を義務づけ

運営費交付金（人件費含む）について、必要な財
源を確保
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評価の方針

主務大臣の
権限に対する
干渉

組織統治・ガ
バナンス

国による関
与・統制

研究開発機関独立行政法人

独法・国立研究開発機関の制度比較（法令上の差異）

中期目標期
間

可能な限り排除 ・総合科学技術会議による
随時の意見具申

・主務大臣による研究開発
等の確実な実施の確保等
のための要求

剰余金の利
用規制

法人の長によるトップダウン
経営（ただし、一部の個別法
で合議制の経営を規定）

法人の長によるトップダウ
ン経営（ただし、個別法で
合議制の経営が可能）

・中期目標に対する国立研
究開発機関の意見具申

・総合科学技術会議による
随時の意見具申（再掲）

なし

３年以上５年以下

主務大臣による承認
政令で定める基準に基づき
繰越が可能

なし 総合科学技術会議の意見を
踏まえた研究開発評価の基
本方針(内閣総理大臣策定)
に基づく評価

業務の実績
に係る評価

・3年毎及び中期目標期間

終了時に評価委員会によ
る評価

・毎年度、自己点検評価
（個々の研究プロジェクトの
サイクルに合わせて簡素
化）

毎年度及び中期目標期間終
了時に評価委員会による評
価

中期目標期間

内

中期目標期間

を跨ぐ場合

評価の方法
なし ・研究開発等評議員会の行

う自己評価ピアレビューを
考慮
・外国人評価委員の任用

主務大臣による承認
政令で定める基準に基づき
繰越が可能

独法・国立研究開発機関の制度比較（運用上の差異）

自己収入の
扱い

自己収入を獲得すると、翌
年度の運営費交付金が同
額分減額

一定額等を設定し、その額
を超える運営費交付金の
減額は行わない

繰越の方法 繰越可能額が限定的

（運営費交付金は90%以
上の執行）

繰越条件の緩和

調達の方法 ・中期目標期間を越えた契
約が積極的になされてない

・柔軟性を欠く厳格な調達
手続きが必要

・中期目標期間を越えた契
約を促進

・研究開発の特性に応じた
調達を可能

研究開発機関独立行政法人

10年以下
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